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②子どもたちが楽しく過ごせるプログラムの実施
　市民アンケートでは、放課後子ども教室と学
童保育の今後の利用希望として、「子どもたち
が楽しく過ごせれば、どちらでもよい」という
回答が半数ありました。これは、子どもたちに
は放課後楽しい時間を過ごしてほしいという保
護者の気持ちを表しているものと考えられま
す。放課後、保護者のいない環境でも楽しく過
ごすことのできるプログラムの用意が求められ
ているとも言えます。
　また、“楽しく過ごす”の意味には、下校時を
含めて、子どもたちが安全で安心して過ごすこ
とのできる環境を整えることが前提としてあ
り、ハード面の整備だけでなく、指導員の確保
や見守りなどでの地域の協力を一層進めていく
ことが求められます。

③放課後子ども教室と学童保育が連携できるよ
うなプログラムの検討

　前述のとおり、現状、多摩・島しょ地域では、
約７割の団体が放課後子ども教室と学童保育が
連携した事業を実施していませんが、そのうち
約４割の団体が、今後連携した事業の実施を検
討しています。また、市民アンケートでは、連
携・一体化に「賛成である」と半数以上が答え
ており、市民のニーズは一定程度あると考えら
れます。このような結果から、今後は、放課後
子ども教室と学童保育とが連携した事業も求め
られてくるものと思われます。
　その場合、放課後子ども教室と学童保育が連
携できるようなプログラムを検討していくこと
になりますが、すでに連携した事業を行ってい
る団体では、「連携できるような事業内容の作
成」が課題として多く挙げられており、連携し
た事業を行う大変さがうかがえます。
　放課後対策事業の総合的な調整を担うコーディ
ネーターを中心に、関係部署、指導員などのさ
まざまな主体間が情報交換し、アイディアを集
結することで、連携した事業のプログラムを考
えることが可能になるのではないでしょうか。

６. おわりに　－放課後子ども教室と学
童保育の連携・一体化を考える－

　今回の調査では、市町村の総合的な放課後対
策を考えるうえで、放課後子ども教室と学童保
育を中心に、多摩・島しょ地域の市町村の現状
や市民の意識を確認してきましたが、これまで
述べてきたように、放課後子ども教室と学童保
育は、それぞれの目的・役割が異なり、その目
的に沿った制度となっています。
　放課後子ども教室は比較的新しい取り組みで
すが、既に多くの自治体で行われているもので、
今や放課後対策の一事業として当たり前のもの
となっています。また、学童保育についても、
児童福祉を維持・向上する観点から従来市町村
が担ってきたものです。
　一昔前は、児童館や図書館などを除き、放課
後の子どもたちの居場所を市町村が自ら提供す
ることはありませんでした。しかし、核家族化
による放課後の子どもの孤立、共働き世帯の増
加、子育てと仕事の両立の支援、子どもを巻き
込む犯罪などの増加など、さまざまな社会的変
化に伴い、市町村の役割も変化し、子どもたち
の放課後を地域で支える仕組みを構築する役割
を担うようになりました。
　このように、市町村が放課後対策の役割を多
く担うようになった状況で、総合的な放課後対
策を考えたときに、放課後子ども教室と学童保
育での合同プログラムの実施や、学童保育利用
児童の放課後子ども教室への参加を促進するこ
とは、子どもの遊びの幅や人的交流を増やすこ
とにつながり、結果的に子どもたちがさらに楽
しく過ごせることにつながるかもしれません。
特に、放課後子ども教室と学童保育を同じ場所
や敷地内で実施している場合は、移動なども比
較的かんたんに行うことができるため、両者が
連携した事業実施のハードルを下げることも可
能ではないでしょうか。
　一方、学童保育を利用する子どもの中には、
放課後ゆっくりしたい、家庭にいるようにリ
ラックスしたいと思う子どももいることを考え

ると、家庭的な場を確保しておくことも必要で
す。
　放課後子ども教室と学童保育の連携・一体化
を前提として、真に子どもたちのためになる放
課後対策を考えたとき、両者はそれぞれ別の目
的で始まった事業であり、その役割も異なるこ
とをしっかり認識しなければなりません。一体
化に関してもその是非が問われているところで
す。
　まずは、子どもたちに何が必要なのかを考え、
連携をする場合は、放課後子ども教室と学童保
育それぞれの事業が、それぞれの目的・役割を
果たしながら、必要に応じて互いに補完してい
くことが理想的な形ではないでしょうか。

調査を終えて
　筆者が仕事を持った子育て中の友人たち
と話をする中で、「子どもが学童保育の待
機児童になってしまい仕事との両立に困っ
ている」、「学童保育がつまらないと言って
行かなくなった」、「仕事から学童保育のお
迎えが間に合わない」、「本当はもっと子ど
もと一緒にいて遊んであげたい」など、さ
まざまな意見を聞くことがあります。
　子どもたちが何を求めているのか、保護
者が何を必要としているのか、そのニーズ
はさまざまであることが本調査でもうかが
えましたが、いずれにしても、これからの
時代を担う子どもたちの健全な成長のため
に、放課後対策に関する取り組みは必要不
可欠なものであると考えます。
　今回の調査が、今後の放課後対策を検討
する際の参考となれば幸いです。

ⅰ	多摩・島しょ地域39市町村を対象に、平成25年11月１日を基
準日として、（１）市町村が実施する放課後対策への取組状
況（放課後子ども教室、学童保育、児童館の実施・設置状況
など）、（２）放課後子どもプランの実施状況（事業計画の策
定状況、放課後子ども教室と学童保育とが連携した事業の有
無・課題など）、（３）今後の放課後対策事業について、アン
ケート調査を行いました。

ⅱ	多摩・島しょ地域在住で、夫婦共働き又はひとり親で働いて
いる家庭（労働形態は、いずれもフルタイム・パートタイム
は問わない）を対象に、（１）学童保育に対する意識、（２）
放課後子ども教室に対する意識、（３）放課後子ども教室と
学童保育の連携に対する意識について、アンケート調査を行
いました。

ⅲ	「子ども・子育て白書　平成24年版」（平成24年９月　内閣府）
より引用

ⅳ	子ども・子育て関連３法とは、「子ども・子育て支援法（平
成24年法律第65号）」、「就学前の子どもに関する教育、保育
等の総合的な提供の推進に関する法律の一部を改正する法律
（平成24年法律第66号）」、「子ども・子育て支援法及び就学前
の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関す
る法律の一部を改正する法律の施行に伴う関係法律の整備等
に関する法律（平成24年法律第67号）」の３つを合わせたも
のをいいます。

ⅴ	東京都福祉保健局「学童クラブ実施状況（平成25年５月１日
現在）」


